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[bookmark: _Toc66115322]【統括事項】

[bookmark: _Toc66115323]１　基本方針
　現在利用している企業会計システム（水道事業）は、平成１６年の合併当初にオンプレミス方式（庁内に機器を設置してシステムを行う方式）で導入・運用することで、事務効率の向上を図ってきた。
　しかし、情勢の急激な変化や大規模災害等に対応するため、クラウド方式（機器やアプリケーションサービスを外部のデータセンターで保有・管理し、ネットワークを通じてシステムを使用する方式）での運用が主流になりつつある。
したがって、クラウド方式を採用することにより、「市民サービスの向上」、「行政事務の効率化」、「コストの削減」、「災害等発生時の業務継続の確保」等といった効果が期待できることから、水道局では次期企業会計システムをクラウド方式とすることを決定した。
なお、システム更新に際しては、最小の投資で最大の効果を得るべく、多くの稼働実績のある標準的なパッケージシステムを選定し、原則としてカスタマイズは最小限とする。
　そのため、業者決定までに各社が保有するパッケージシステムの十分な比較検討を行うこととする。

[bookmark: _Toc66115324]２　業務仕様概要
　　本業務は、次の業務を受託者に委託するものとする。
　　なお、各業務における委託範囲の詳細については、各業務の仕様に記述する。
（１）　企業会計システム構築業務
ア　システムの調達
イ　ハードウェア（周辺機器等）調達（ＡＳＰ・ＳａａＳ方式でのシステム提供に際し、庁舎内に必要のある機器のみ）
ウ　環境設定データの移行（移行データの照合・確認及び修正作業を含む）
エ　操作研修等
（２）　企業会計システム運用業務
ア　システム運用管理
イ　障害対応
ウ　ソフトウェア・アプリケーション保守、データセンター運用等
（３）　履行期間
ア　令和３年１１月１日から仮稼働を行う。（詳細については別途協議のうえ決定する。）
　　※令和３年１１月１日から令和４年３月３１日までは並行運用期間とする。
イ　令和４年４月１日から本稼働を行う。（詳細については、別途協議のうえ決定する。）
ウ　令和４年４月１日から５年間（６０ヶ月）を運用業務（保守・支援業務）期間とする。

[bookmark: _Toc66115325]３　スケジュール管理
　　スケジュール管理に関する留意事項については以下のとおりとする。また本業務
については、業務の特性や繁忙期、職員の負担等を考慮した上で、最も効率的で確
実なスケジュールを策定し、提案すること。
（１）　工程及び作業名ごとに、本市との役割分担を明確にすること。
（２）  工程におけるマイルストーンを明記するとともに工程の名称、期間、目的、管理項目、定例報告及びレビューの予定も明記すること。
（３）  ソフトウェア等導入時期、テスト期間、研修時期等について明記すること。
（４）　納品物の納入時期を明記すること。
（５） 　工程及び仕様等について協議を行った場合は、受託者において議事録を作成し、当市に提出すること。
 
[bookmark: _Toc66115326]４　納品場所及び成果物
　　本業務に係る成果物の納品場所は上天草市水道局とする。
　　また、成果物については以下のとおりとする。
	番号
	成果物
	媒体（部数）

	１
	システムに係るソフトウェア等一式
	―

	２
	ハードウェア等、ネットワーク構成図
	紙（１）／電子（２）

	３
	システム設計書、機能仕様書	
	紙（１）／電子（２）

	４
	テスト計画書、結果報告書
	紙（１）／電子（２）

	５
	議事録（打合せ・協議確認書）
	紙（２）／電子（１）

	６
	研修テキスト
	紙(１０)／電子（２）

	７
	各種マニュアル
	紙（１）／電子（２）

	８
	その他必要書類
	別途協議



[bookmark: _Toc66115327]５　検査及び支払い条件
（１）　検査
導入開発が完了し、テストで不備がないことを受託者が確認したものを検査対象とし、本市にて指定した成果物の確認と受入試験を実施し、合否を決定する。
また、本市が検査を行うために必要な機材等は、受託者が準備するものとし、検査に必要な費用は全て受託者の負担とする。なお、検査で合格となった後、当該年度の委託料を支払うものとする。（支払い方法については別途協議を行うものとする。）
（２）　導入・開発の遅延等に伴う当市への補償
本システムの導入・開発について、本市に対して事前に通知されないまま遅延し、システム稼働開始（仮稼働含む）に影響を与えた場合、または事前通知があった場合であっても、社会通念上明らかに受託者の瑕疵によるときは、本市の業務に与えた影響に対し、本市は受託者に補償を求めるものとする。
（３）　費用負担
ア　人件費、諸手当等
　本業務の遂行にあたり必要となる受託者のすべての人件費、出張旅費、諸手当等に関する費用は、すべて契約金額に含まれるものとする。
イ　消耗品
本業務に係る印刷物作成や成果物の納品に係る電子媒体等消耗品の費用は、すべて契約額に含まれるものとする。
ウ　通信運搬費
本市との連絡調整に必要となる電話・郵便物等の通信運搬費など、受託者から本市に向け発信、発送したものに関する費用は、すべて契約額に含まれるものとする。
エ　机等の事務用品・パソコン等の費用
開発・導入に要する机、椅子等の事務用品及びパソコン、プリンタ等の機器類の費用は、すべて契約額に含まれるものとする。

[bookmark: _Toc66115328]６　制度改正の対応
本業務の契約期間中において制度改正等が行われる場合、受託者提供のパッケージシステムのレベルアップやカスタマイズなどにより、柔軟に対応・拡張できる仕組みであることとする。また、その費用に関しては、契約金額に含まれるものとする。（ただし、大規模な制度改正等により、影響が大きく、改修が多岐にわたる場合等は別途協議のうえ費用の負担を決定する。）
このカスタマイズ等により、ソフトウェアの保守業務に影響を及ぼすおそれがある場合には、その影響を本市に事前に通知し、承認を得たうえでカスタマイズ等を実施すること。
なお、制度改正等の対応を行う際は、事前に必ずテスト環境で問題が無いことを確認した後に、本番環境に導入適用すること。

[bookmark: _Toc66115329]７　その他留意事項
（１）　データの抽出・移行
一定期間の運用後、本市が他社の新システムに更改する場合、データの抽出や移行、各データのレイアウト仕様書、その他必要な帳票類の提出など、本市と協議のうえ柔軟に対応し、費用は無償とすること。
（２）　瑕疵担保責任
新システムの不具合が本稼働後に発見された場合には、受託者は無償で是正措置を行うこと。なお、瑕疵担保責任期間はシステム本稼働後１年間とする。
（３）　秘密保持
受託者は本業務において知り得たすべての情報を本業務の目的以外に使用し、または第三者に開示若しくは漏洩してはならないものとし、そのために必要な措置をとるものとする。また、契約期間終了後も同様とする。
（４）　その他
本仕様書に定めのない事項、または業務の遂行にあたり疑義が生じた場合は、本市と受託者の協議によりその解決を図るものとする。


[bookmark: _Toc66115330]【構築業務仕様】

[bookmark: _Toc66115331]８　システム要件
（１）  最新の地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠していること。若しくは地域情報プラットフォームと同様の概念を持ち、本市がシステムを利用するうえで必要な機能を有し、業務を滞りなく運用できることを前提とする。
（２）　システムの機能については、別紙「様式第10号　システム機能要件書」を参照し、提案上限額内でどこまで対応可能かも含めて構築を行うこと。
なお、システム機能要件書に記載されている機能以外に提案すべき機能がある場合は見積りを含めて提案すること。
（３）　定期的なレベルアップ（機能修正や新機能追加）を実施し、常に最新のシステムを利用できる状態とすること。また、その費用は本業務の契約額に含むものとする。
[bookmark: _Toc66115332]（４）　パッケージシステムを前提とするが、上天草市の業務運用効率化に効果高いと思われるものについては、導入後の法改正、機能強化等を考慮しつつカスタマイズを行う。また、法改正、機能強化、カスタマイズ等を行う場合、必ずテスト環境での適用、確認を行った後、本番環境への適用を行うものとする。

９　サーバ要件
ＡＳＰ・ＳａａＳ方式でのシステム導入となる為、データセンターで運用するサーバについては、本仕様書に記載した事項を踏まえ、データ量増加や法制度改正対応等によるシステム資産の増大等を考慮し、以下を参考にすること。
（１）　サーバの種類や数量、ＯＳ・ＣＰＵ・メモリ等のスペックについては、受託者の提案によるものとする。ただし、システムの安定稼働を必須とし、必要に応じてリソースの拡張が可能であるものとする。
（２）  ディスク容量は過去のデータ（前年度予算・債権者データ・固定資産データ等）と本稼働後５年分の容量を十分に確保できること。ただし、５年以上の分についても閲覧ができるよう対応をすること。
（３）　自動バックアップ機能を有すること。
（４）　停電時に安全に自動シャットダウンできること。
（５）　サーバに接続する台数分のクライアントアクセスライセンスを有すること。
（６）　ＬＧＷＡＮ・ＡＳＰによるクラウド方式（ＡＳＰ・ＳａａＳ方式）での提供とすること。

[bookmark: _Toc66115333][bookmark: _GoBack]１０　ソフトウェア要件
（１）　パッケージシステムを稼働させる為のデータベース他各種ソフトウェアについては、信頼性、安定性、保守容易性、効率性等を考慮し、他水道事業での導入実績のある製品とすること。
（２）　システムは当市のＬＧＷＡＮ接続系ネットワークで稼働しているパソコン
（Windows）で利用できるものとし、Ｗｅｂブラウザ（Google Chrome等）での利
用が可能であること。
なお、Internet Explorer（Microsoft EdgeによるInternet Explorerモード
含む）での利用については、マイクロソフト社が示すサポート期限までは可能と
とする。
（３）　パソコンで稼働するＯＳやＷｅｂブラウザの最新版へのバージョンアップ等に
対応できること。

[bookmark: _Toc66115334]１１　クライアント要件
（１）　現行運用中である本市のＬＧＷＡＮ接続系パソコンで運用可能であること。また、他のシステム等に影響を与えないこと。
（２）  プリンタは、ＬＧＷＡＮ接続系ネットワークに接続された既存の機器を使用する。また、汎用的なプリンタから出力できることとする。
（３）  システムへは５台以上同時に接続できること。
（４）　原則としてシステムの利用に係る管理者権限を必要とするパソコンの設定変更、プリンタの設定変更等は認めないが、必要最低限での利用者権限におけるクライアントパソコンの設定及びプリンタへの設定作業等が必要な場合は、本業務の範囲内として実施すること。
[bookmark: _Toc66115335]１２　ネットワーク要件
（１）　ネットワーク構築に関しては、ＬＧＷＡＮ回線にて行うこと。
（２）　データセンターとの接続においては、セキュリティを確保すること。新たに接　　　続回線を開設する必要がある場合は回線費用についても本業務範囲として含めること。また、回線については、通信の死活監視が可能であること。
（３）　既存の庁内ＬＡＮ（ＬＧＷＡＮ接続系ネットワーク）を使用すること。また、ネットワークプロトコルは原則ＴＣＰ／ＩＰとすること。
（４）　既設庁内ネットワークのアドレス体系に準じたネットワーク設定を行うこと。
（５）　導入機器に接続するためのケーブル類や設定、配線工事等も本業務範囲内として実施すること。

[bookmark: _Toc66115336]１３　データセンター要件
（１）　区画された独立スペースであり、将来の拡張性にも対応できること。
（２）　良質なサービスを提供するための設備と機能を備え、運用管理が実施されること。
（３）　制限区画を定め、入退室管理設備による管理と監視カメラシステムによる監視記録が一定期間保存されていること。
（４）　耐震（免震）構造であり、震度７に対しても倒壊、崩壊しないこと。
（５）　火災報知システム及び消化設備を有し、建築基準、消防法準拠での点検スケジュールを実施すること。
（６）　商用電源停止時、電源供給可能なバックアップ電源を提供すること。
（７）　設置されている機器等による発熱を抑えるのに十分な容量の空調を提供すること。
（８）　要請により立ち入り検査を受け入れること。

[bookmark: _Toc66115337]１４　セキュリティ要件
（１）  受託者は、実施体制の中に情報セキュリティ責任者を設置し、業務実施メンバーの入退室や取扱うドキュメント等の管理を徹底し、情報漏洩防止対策を万全に行うこと。また、緊急時の対処方法についても、あらかじめ策定しておくこと。
（２）  本業務実施にあたり、業務実施メンバーに対しては、個人情報の取扱いを含むセキュリティ教育を実施し、情報セキュリティ保持に関する意識の徹底を図ること。
（３）　サーバのウイルス対策は受託者側で用意し、機器使用期間中は定義ファイル等の必要な更新を行うこと。ただし、定義ファイルの更新については、インターネットに接続して自動的に取得するものではなく、定義ファイルを記録した記録媒体等を利用して行うこと。
[bookmark: _Toc66115338]１５　データ移行
（１）　移行必須データ（前年度予算データ・債権者データ・固定資産データ）の他にも、本市の既存システムに保有されているデータは可能な限り移行すること。なお、データ移行の詳細については受託者との協議により決定する。
（２）　移行作業については、受託者が主体となって作業を行うこと。
（３）　本市の役割は、データの提出及び提供。また、関連資料の提出、移行後の確認作業とする。なお、移行等に係る費用については、本市は一切負担しないものとする。
（４）　本市が提供するデータは、受託者側において導入システムのフォーマットに変更し、移行すること。
（５）　データ移行により不足するデータが発生した場合には、受託者との協議により最適なシステムへの入力方法を決定する。
（６）　作業場所はセキュリティを考慮したうえで、原則受託者が用意すること。ただし、関連書類の閲覧等、本市内部での作業が必要な場合は、本市の指示により実施すること。
（７）　データの移行等に関する経費については受託者が負担するものとし、見積りに費用計上すること。
（８）　移行の方法及び移行に関する経費については、既存のベンダーに必ず調査及び確認を行ったうえで、提案を行うこと。提案後、提案者側の過失、または錯誤による移行費の増額等については、原則応じない。なお、既存ベンダーの連絡先等については、事務局まで問い合わせること。

[bookmark: _Toc66115339]１６　研修要件
（１）　稼働開始時は担当ＳＥが立会い、操作説明等職員の業務のサポートを行うこと。
（２）　システムの利用及び管理に必要な事項についての研修を行うこと。なお、研修の形態等については、別途協議のうえ決定する。


[bookmark: _Toc66115340]【運用業務仕様】

[bookmark: _Toc66115341]１７　サービス利用要件
（１）　システムの利用時間は平日８:００から２１：００を基本とし、この間のサービス提供を保証すること。
（２）　上記以外の時間帯（時間外や土日祝日）においても、データバックアップやシステムメンテナンスを考慮した上で柔軟に対応できること。

[bookmark: _Toc66115342]１８　保守管理要件
（１）　保守の範囲としては、導入業務が終了し、稼働を開始したシステム（ハードウェア・ソフトウェア等システム構成・稼働に係る一切の件）を対象とする。
（２）　大幅な制度改正等によるシステムの改修以外は、レベルアップ等を含め、通常の保守の範囲で特段の経費を要することなく行うこと。
（３）　円滑なシステムの稼働を確保するために必要な機能修正や変更、部品交換等の保守管理作業を行うこと。
（４）　機器の移設や本市の業務内容の変更により、クライアント及びサーバ等に設定変更が生じた場合は、本市の指示に従い、適切に対応すること。
（５）　クライアントパソコンの入替えに伴い、システムの再セットアップが必要になった場合は、本市の指示に従い、適切に対応すること。

[bookmark: _Toc66115343]１９　障害対応及びサポート要件
（１）　システムの障害発生時には、ハードウェア・ソフトウェア問わず、速やかに対応し、迅速に復旧させること。また、復旧後は障害の原因について究明を行い、対策を協議すること。
（２）　職員からの問合せ、質問等については、誠意をもって対応すること。
（３）　年次処理等の重要なイベントにおいては担当ＳＥが立会い、サポートを行うこと。
（４）　本市における人事異動等により業務担当者が替わった場合であっても、問題なく処理を行えるようサポート等を行うこと。

[bookmark: _Toc66115344]２０　各種マニュアルの整備
（１）　受託者は、システムの円滑な運用を目的として、本市と協議のうえ、「運用マニュアル」、「操作マニュアル」及び「障害復旧マニュアル」を作成するものとする。
（２）　マニュアルについては、常に最新状態を保持すること。
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